
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

国で仲裁を起こされるという内容の契約を交わし

ていた。それらの不利益を避けるため、Ｘ社にと

っては、管財人から速やかに図面の提供を受け

て、装置の仕組みを知り、装置の修理を行うこと

が極めて重要であった。 

そこで、当所はＸ社を代理し、Ｘ社自ら装置を

修理するために必要な装置図面を提供するように

管財人に求めた。しかし、管財人は、図面開示の

法的義務がないことを理由にこれを拒絶した。 

 このようなケースでは、Ｘ社は、何としても図

面を手に入れなければならないが、日本の法律や

裁判例上、Ｙ社の倒産によって図面の開示義務が

生じるわけではない。事前に何も手当てしていな

ければ、Ｙ社に対して図面の開示を法的に請求す

ることはできない。したがって、その場合には、

図面の任意開示を求めて粘り強く交渉するしか術

はないことになる。当所は、管財人との交渉を続

けた結果、図面の開示を受けた。 

 

Practical Tips 

 今後同様の事態に遭遇することを想定した場

合、Ｘ社としては何を行っておく必要があるだろ

うか。 

まずＸ社としては、装置の納入を受ける段階

で、自社によるメンテナンスも可能となるように

図面の開示を受けておくことが最も確実である。

ただ、Ｘ社に納入した装置に特有の情報だけでな

くＹ社が製造する装置全般に共通する情報が図面

に多く記載されている場合には、図面はＹ社のビ

ジネスにとって重要なリソースであるため、Ｙ社

がこのような要求に応じる可能性はまずない。そ

こで、事前にＹ社との契約の中で、メンテナンス

だけでなく、修理義務不履行が生じた場合の図面

開示義務を規定しておくことが重要となる。この

ような規定を入れることでＸ社は図面開示を求め

 技術取引における倒産リスク 

 取引先の倒産に直面することは、企業にとって

決して珍しいことではない。 

 取引先に対して金銭債権を有している場合に、

取引先倒産時に備えて与信管理を行う企業は比較

的多いと思われるが、取引先に対して有している

債権が非金銭債権である場合に、取引先倒産時へ

の備えをしている企業はごく少数と思われる。し

かし、取引先から技術の提供を受けているような

ケースでは、金銭債権を有している場合以上に取

引先倒産が極めて深刻な事態をもたらす可能性が

ある。すなわち、自社の事業遂行にとって不可欠

な技術提供が受けられなくなったり、技術提供を

約していた第三者に対して莫大な違約金の支払い

を余儀なくされたりする可能性がある。例えば、

以下のようなケースである。 

 

破産した取引先との交渉事例 

 半導体製造装置メーカーＸ社は、Ｙ社が製造し

た装置を買いつけて加工したものを自社製品とし

て中国企業Ｚ社に納入していた。装置のメンテナ

ンスには、装置の仕組みが示された図面が必須で

あり、図面を所持するＹ社が費用を負担してメン

テナンスを行うことになっていた。 

 Ｚ社への納入後、装置に不具合があることが判

明した。Ｘ社は、Ｙ社に修理をするよう求めた

が、装置が修理される前に、Ｙ社は破産申立てを

してしまい、破産開始決定がされて管財人が選任

された。そのため、Ｘ社は、Ｙ社に修理をしても

らうことがおよそ期待できない状況となった。 

 装置の不具合が解消されない場合には、Ｘ社は

Ｚ社に対して、数億円の違約金を負担しなければ

ならない可能性があり、それを支払わなければ中
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る明確な法的根拠を主張することができるように

なり、管財人は破産法等に基づく拒絶理由がない

限り図面開示に応じざるを得なくなるため、交渉

を優位に進めることができる。 

また、上記のケースでは、Ｚ社との契約でＸ社

に極めて不利な違約金条項が規定されていたこと

が状況をより深刻なものにしていた。リスク管理

の点からは、Ｙ社によるメンテナンスの確保とい

ったＸ社が自社でコントロールできない事項につ

いて、Ｚ社との間で違約金条項を受け入れること

には非常に慎重になる必要がある。 

 技術取引では取引先倒産のリスクが深刻な事態

をもたらす可能性があるだけに、倒産リスクへの

備えは特に重要である。 
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